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1は じ め に
伝統 的財務会計理論 ・実務は2つ の大 きな仮定に依拠 して樹立 され ている も
の と考えるこ とができよ う。第一 に,株 主は企業 資本 の出資者であ りかつ所有
者であ るか ら,彼 は企業の利益に対 して正当な請求をi当然保持 してい ること,
第二に,し たが って財務報告書 のi基本的 目的は投下 資本 の管理 ・運用 の願末に
関す るデー タを,株 主 ならびに潜在的投資家 のニーズを充足 させ るよ うな形 で
作成 ・伝達す ることに あるとい うことであ る。財 務報告書 の 目的に関す る論争
は近年,投 資家の意思決定のための情報 ニーズをめ ぐるかな り込み入 った議論
へ と移 ってい る。その こ とは結果 として財務報告の 目的,評 価概念,測 定方法,
あるいは報告基準 といった諸領域 におけ る理 論 ・実務の発展を促 してい る。
他方,こ うした面で の研究 ・実 務の発展に並行 して,私 企業,と くに巨大株
式会社 の社会におけ る役割を問い直 しなが ら伝統的財 務会計 の 目的ない し機能
に対 して疑問を呈 し,企 業会計の 目的は何か,そ れ に対 して どのよ うな機能を
付すべ きか,あ るいは付与 し うるか とい う形 で,伝 統的財務会計の在 り方それ
自体を根底的に批判 し,全 く別の角度 から新 たな測定 ・報告 システ ムの構築 を
志 向す る研 究 ・実務 も,こ の十数年の間に急激に増大 してい る。
近代財務会計 では,自 由市場体制の もとで企業は利潤の極大化 に努 めること
に より社会 に対す る貢献 を最大に し うるのであ り,し たが って,企 業 の唯一の
社会的責任 はその利潤 を極大化す ることであ ると暗黙裡に前提 され ている。 同
時 に,そ の ことは とりもなお さず出資者 の利害を もっ とも充分な形 で満足 させ
るものであ るこ とを含意 してい ると考え られ る。 こうした考 え方の もとでは,
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社会において法律 で許容 された枠 内で活動す る企業 の利益 は,企 業の社会的業
績 を評価す るための包括的規準 となるであ ろ う。だが,製 品の安全性に対す る
社会的不安,企 業 の生産活動 に より引 き起 こされた公害や環境破壊,作 業環境
や平等な雇用機会に対す る社 会的不満 などの諸事 象に よって,利 益は必ず しも
企業 の社会的業績の包括的規準た りえない とい う批判へ導 くのであ るω。 ここ
に企業 の社会的業績を包括的に評価す るための測定 ・報告 システ ムを提示 しよ
うとす る新た な試みが開始 され ることにな り,そ の理論的お よび実践的研究が
一般に社会責任会計 と呼ばれているものであ る。
しか し,社 会責任会計を分析 する うえ で着 目すべ き点は,社 会 その ものが企
業経営者の意 思決定過程において認識 されかつ考慮 され るべ き対 象 として扱わ
れ ていることである。今 目,巨 大株式会社に よる富 と権力の集 中は途方 もな く
進 み,巨 大企業 はわれわれ の 日常生活 の隅 々に至 るまでその影響 力 ・支配力を
一 一意図的 であろ うとなかろ うとに関係な く一 行使 している。 巨大企業 は経
済,政 治,社 会,文 化 と参加の領域を拡張 し,「基幹的な社 会 制 度 の1つ 」 と
して,そ れが もつ影響 力 ・支配力は社会を も企業 の意思決定 に反映 され るべ き
対象 としたの であ る。他方,社 会 の側 でも,言 葉 を換えれ ば社会責任会計論で
い うところのいわゆ る利害関係者(stakeholders)も企業 の意思決定に 自らの利
害,要 求をなん らかの形 で具体的に反映 させ よ うとす る動 きも現れ ているので
あ り,社 会責任会計は巨大株式会社 と社会 との対抗関係の現れであ ると捉 える
ことができよ う。
社 会責任会計は まだ完結 した システムに到達 してお らず,H.L.ジ ョン ソン
の言葉を借 りるな らば,「半ば満たされた容器」ω とい う状態 にある。 そ こには
難解さを極め る概 念上 のい くつかの障害 が残 されてお り,ま た主要 な測定用具
も緩や かに集め られているにす ぎないが,そ れ は今後の企業会計の動向を見極
め る うえで避け て通 ることのできない重要 な領域 であ るとい って よい。本稿は,
社会責任会計研究 の序 論的部分であ り,こ こでは この領域で最 も発展を遂 げて
いるアメ リカの社会責任報告(socialresponsibilityreporting)を,これ までの若
干 の研究に拠 りつつ素描 す る予定 であ る。
(69)社 会責任会計研究序説69
なお,社 会 責 任 会 計 は,た とえ ば企 業 社会 会 計(corporatesoc三alaccounting),
社 会 ・経 済 的 会 計(socio・economicaccounting),企業 の社 会業 績会 計(accounting
forc・rporatesocialperformance),あるいは 社 会 監査(socialaudits)など と多 様
な名 称 を 付 せ られ て い る が,こ こで は さ しあ た り同義 的 に使 うこ とにす る。 そ
し て,社 会 責 任 会 計 を 次 の よ うに 定 義 してお く。 す なわ ち,社 会 責任 会 計 とは
「企 業 レベ ル の 社会 的 業 績 変 数,尺 度,測 定 手 続 を選 択 し,企 業 の社 会 的 業 績
を評 価 す る うえ で有 用 な 情 報 を組 織 的 に 作 成 し,か よ うな 情報 を企業 の 内部 ・








社会責任会 計は企業ωにお け る社 会 的利 害 関 係 の多 様 化 に 伴 う会 計 責任
(accountingresponsibility,accountability)の拡大を基礎 に生成 ・展 開され る。 こ
こで,会 計責任 とは勘定処理 の対象 とな る行為責任の履行に関す る免責のため
の説 明行為 あるいは説明機能 をい うω。 勘定処理 の可能な事 象は時代 の変遷 と
ともに変化す る〔3}。会計責任 の拡大はいわゆ る企業の社会的利害関係 の錯綜化
に よ り勘定処理 の対象が拡大変化す ることを意味す るのであ る。
ところで,会 計責任は企業 ない し経営者 の受託責任(stewardship)より生成す
る ものであ る。 したが って,当 然の ことなが ら社会責任会計は受託責任 の拡大
を前提にす るこ とにな る。
長年に亙 って経営者 は資本 の受託老 として,出 資者に よって投下 された資本
の管理 ・運用 の顛末を 明らかにす る責任を負 うもの とみなされ,企 業会計,と
くに財務会計はそのための有効な用具 と考え られ てきた。つ ま り,伝 統的に経



































釈 され ているのであ る。 チ ェンはかか る観念を図1⑥ で示 した ような共 同社会
の受託責任(c・mmunalstewardship)と呼ぶ。 そ こでは社会的責任は一次的受託
責任(primarysteward・hip),つま り社会福祉達成 に対す る責任 として捉え られ
てい るのである。 この社会的責任 が受託責任 とみな され るのは,人 類 が神 の受
託者 として理解 され てい るか らであ り,そ れが 「一 次的」 と呼ばれ ているのは,
これが受託責任 の起源 であ る と考え られ ているか らであ る。
受託責任概念 はか よ うに一般 に所有者 と代理人 とい う二人の当事者 間の関係
(relationship)を指示す るものであ る。受 託責任は,中 世の荘 園制度の もとで貴
族 が一方 で君主の代理人 として君主に対す る義務 を履行す るための責任(二 次
的受託責任)と 同時に,他 方 で領地 の 「福祉」 を達成す る責任(一 次的受託責任)
とに分化 し,二 重責任 とい う形態 を とる。
中世時代におけ る受託責任概念は近代的市民社会の発展 によ り徐 々に変質 し
てい く。チ ェンに よれば(7},そのee-一歩 は,J.ロ ックに よって進め られた。P
ックは,人 間 の労働は財産 の一種 であ る と主張 したが,そ の ことは共同財産概
念を近代的私有財産概 念へ と転化 させ る可能性 を孕んでいた。一旦労働 がある
一定 の物に加え られ ると,そ れ はその労働者 の財 産であ り,他 の者はそ の労働
者の同意がなければその物を所有 し,運 用す る権利を持ちえない と考え られた



























等権を侵さない限 り,彼 が好き なよ うに 自由に行動 できるよ う保証することで
あ ると主張 した。 かか る思想は1920年代 に ダー ウ ィニズ ムの社会への適用 によ
りさらに強化 されたが,こ うした哲学的思想は株式社会 に よる事業規模の巨大
な拡張に対 して,格 好の理想的な理論的根拠を付与 したのであ る⑩。
株式会社規模 の拡大に伴い,企 業 の所有権は分散化 して管理権 限は出資者 か
ら経営者へ移行 し,そ の結果少数株主 の株式会社 におけ る地位は弱体化す るこ
とにな る。一般株主は法的に もあ るいは実際において も経営に介入す る機能を
持たず,む しろ株式会社 におけ る市民権を留保す るか,そ れ とも引 き渡す かだ
けを選択す る権利を もった,株 式社会 の単な る市民にす ぎないのである。 また,
財産概念 もこの間著 し く変質 し,現 代社会にあ って各人の財産の運用は彼 の周
囲に ます ます 大 きな影響を及ぼ し,彼 の権利の行使は同時に他人の権利に対 し
て重大な ダメージを与え うると信 じられて くるのである。 したがって,財 産は
その個別性(individuality)を失 って 「社会化」 された もの とな り,し かも一旦
「社会化」 され ると,財 産権 は社 会の利益を考慮 して当然然 るべ き制約 を 免 れ
えない と観念 され るのである仰。
こ うした経済的 ・社会的背景の もとで,経 営者に財産 の管理 ・運用権が集 中
し,同 時に経営者はその権利の行使 と引き換えに,社 会 に対 して一定の責任を
負わ ざるをえない と理解され て くるわけである。 た とえば,「現代社会において,
た とえ他に何 らの変化がな くとも,権 限 の途方 もない集中は,企 業家が よ り幅
広い公共 的福祉に対す る責任を再考す るよ う要求す るであろ う。」ω と主張 され
るのであ る。経営者は もはや 自分が関係す る企業におけ る所有者 の単なる受託
者 ではな く,同 時に従業員,顧 客,あ るいは社会一般の受託者へ と変質 し,パ
ブ リックな受託者 として特定集団の利益追求 のみならず,む しろ社会的諸 目的
を認知 し,そ れ を達成すべ く責任を負 う集団 として解釈され る。 出資者は債権
者,取 引先等 と同じ く単 なる外 部者 として,エ ンテ ィテ ィから分離 され た参加
者 の一 グルー プとして捉 えられ,経 営者は所有者=出 資者以外 の関係集 団の利
益追求を所有主 のそれ と同程度に認 知せ ざるをえないのであ る。 かか る経営者
観 に対応す る形態の受託責任概 念を経営受 託責 任 概 念(managerialstewardship






















数巨大企業による社会の支配一 それは一般に 「社会化」と映った一 を受容
し,それに立脚した会計のメカニズムが創り上げられていたのである。
(75)社 会 責 任 会 計 研 究 序 説75
(1}こ こ で 企 業 とは 株 式 会 社,と くに 巨 大 株 式 会 社 を 念 頭 に 入 れ て お り,特 に 断 りの な い 限 り 以下
も同 様 で あ る。
{2)青 柳 文 司 編r会 計 理 論 の 基 礎 知 識 』(中 央 経 済 社,昭 和57年),lll-115頁参 照 。
(3)前掲 書,115頁。
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託責任を も,つ ま り二重の受託責任を負 うべ きであ ると広 く社会的に主張 され
るに至 った。 しか も,そ の場合にむ しろ後者に より力点が置かれ,図3で 示 し
た如 き 「本来的な意味」 での経営受託責任概念が支配的 となるのである。 これ
に対 応す る形で会 計学 の領域におい ても,早 くも60年代末に企業 の社会的責任
に関す る理論的 ・実践的研究が開始 され,こ こに社会的責任会計論が登場す る
のであ る叫 それは当然 のことなが ら当初 「公害会計論」 として 出発 し,企 業
会計 は公害関係費用の会計処理をめ ぐり,勘定処理 の対 象=取 引概念の拡大 と
その会 計処理技 術の必要 に迫 られた。 た とえば,N.ベ ヅ ドフ ォー ドは,69年
10月エ デ ィンバ ラ大学 での連続講義 のなかで,会 計の機能領域に関連 して次の
如 く語 っている。 「通常の会 計用語の意味における取 引概念は,変貌を とげた現
代社会に適応す るのに不充分 であ ると考 えられ る事例が数多 くある。 そのひと
つは,財 務的取引概念が経済活動の 『社会的 コス ト』を明 らかにできない とい
う点であ る。今 日では,会 計的取 引の概念全体 がr私 的 コス ト(privatecost)』
の概念に結びついてお り,そ の結果大気 ・水 ・土壌 の汚染,協 働 的努力を妨げ
る社会的風潮,大 規模な生態学的損害の形態を とった多 くの社会 的 コス トが会
計的手法に よっては認識 され ないのである。社会的 コス トが私 的 コス トか ら大
幅に乖離 していない限 りでは,会 計の認識 を取 引に限定す る古典 的な経 済的仮
定 もそれ ほど大 きな問題 でなか った。 しかし,社 会 的 コス トと私 的 コス トとの
乖離 が進み,環 境破壊の程度 も,そ の乖離が相当大 き くなるほ ど進んで くると,
財務的取 引概念 は不充分な もの とな る。その ことは,会 計 が変 貌 した社会に適
合 したデータを作成 しよ うとすれば,会 計的認知(認 識)の 過程 を拡 張 す る必
要があ ることを意味 している〔2)」。
かよ うに,社 会責任会計は 「公害会計」 として出発す るが,70年代に入 り処
理すべ き企業 の社会責任事項は急激 な広が りをみせ,企 業 の社会的業績 のため
の包括的規準を模索 し,今 日に至 ってい る。 企業会計におけ るこ うした動 きは,
各方面か ら企業経営者に よる社会的責任意識に対す る強い訴 えがその基礎にあ
った ことは事実 であ る。1971年に,ア メ リカ経済開発委員会は 『企業 の社会的





























































(5)Ibid.,p.54L図4はR.S.チェン が 資 本 主 理 論 対 エ ン テ ィテ ィ理 論 との 長 年 に 亙 る 論 争 に 鑑 み
て,そ の デ ィ ヒ ン マ か ら 抜 け 出 す た め の1つ の 接 近 方 法 を 描 くた め に 作 成 した もの で あ る が,そ
れ は 社 会 責 任 会 計 と伝 統 的 財 務 会 計 と の 関 係 あ る い は 受 託 責 任会 計 を 理 解 す る うえ で,極 め て示






























































世論の圧 力な どに よって左右され る とい って よい。 図5ωは企業 のいわゆ る社
会活動 が展開され る有様 を説 明してい る。同図の左側 の縦軸は社会的問題に対
す る社会的 自覚の相対的強度をあ らわ し,S曲 線は企業が社会的 問題を認識す
る主要な4つ の段階を示す。各段階はおのおの次の ような意味 を もってい る②。
(a)観念的段階(id・・1i・ti。、 ・g。)
この段階では社会問題 の存在は殆 ど無視 され る。 その存在はむ しろ ノーマル
な もの と認 識され,か つ企業 の発 展 と経済成長の代価 として受容 され るのであ
る。直接影響を蒙 る人 々だけが不満を訴 え,そ して企業 内での社会的問題 の認
識は,下 級 の業務執行 者か らの報告書のなかに のみ見 られ るのである。
(b)経済的 コス ト負担拒否 の段階(economic-cost'rejectionstage)
社会的問題 は継続す る産業発展に よ り深刻化 して くるため,そ れに よ り影響
を蒙 る人 々の数は増大し,国 民の側か らの不満 も高 まる。だが,企 業に よる社
会責任意識 は コス ト負担を根拠に して遅れ ることになるのである。 こうして,
社会的問題 に対処す る うえで利用可能な手段は限定 され,し か もそれ は適切性
を欠 く。他方,企 業 の側 では公害 防止や環境保全,雇 用の安全,福 祉対策等の
社会的問題 を解決す るの:に伴 う投資や営業 コス トは手 の出ないほ ど高 くつ き,
企業の競争 力に対 して決定的打撃 を与 える可能性を もつ と主張す るの であ る。
この段階では,ま だ社会責任会計 は本格的な議論の対 象にばな らないのである。
(C)企業 が社会活動を任意に遂行す る段階(discreti・narystage)
社会的問題に対す る関心の広が り,社 会的圧 力の増大,新 技術 の開発 な どが
相重な って,企 業 は認知 された社会 問題の解 決に向けて財 務的 資源お よび人的
資源を投下せ ざるをえ な くな る。企業 の社会 プログラムの展開は政策段階,技
術的段階,最 後に操業段階 とい う3つ の局面を とる。お のおのの局面は図5の
右側の縦軸 で示 され てお り,そ れは社会 問題 に対処 している企業 内での係わ り
合いの程度を説 明す る。企業 の ソー シ ャル ・プ ログラムへ の取組 みは,取 締役
会 レベル で行なわれ るべ き政策的意思決定 であ り,利 害関係諸集団の企業に対'
す る期待の変化に対応す ることが取 締役会 の責任 となるのであ る。技術的局面
は必要 なシステムの確立 と資源 の動員に関係し,企 業 は この段階において解決
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され るべ き諸問題 の分析に必要な能力を養い,そ のための専 門ス タッフを採用
す る。第三 の局面は,企 業の新たな社会的諸 目的をオペ レー シ ョナルな意思決
定 レベル で統合す る過程に関係 してい る。
企業は この任意段階にお いて社会変化に よ りもたらされ るい くつかの挑戦を
自主的に受け入れ,社 会問題 に対す る対応行動を とる。図5のS曲 線 は,こ の
段 階での企業行動を説明す るものである。 上の曲線は,「社会的 自覚」を もつ
企業の行動,下 の曲線は,こ の点に関して比較的保守的な企業 の行動を示す。
そ して,2つ の曲線 の間にある領域は,企 業の 自主的な 「社会活動」 とそれ に
関連す る社会報告 のレベルをあ らわ している。
(d)企業が社会 活動を一般 に受容す る段階(generalaCCeptanCeStage)
この段階 では,社 会的問題への対 処は法律あ るいは世 論に より企業に課 され
た義務 とな り,企 業 はもはやその責任を回避で きないのである。 ここでは問題
は既に社会的 な ものではな く,む しろ企業 の経 済的条 件 とな り,社 会的 コス ト






















































され る ことにな る。
以上の分析 から,あ る時点におけ る企業の社会的責任 の性格は,企 業 が社会
活動を任意に遂行す る段階 での,そ の時 々の社会的関心事に左右 され る もので
あ ることが推 測で きよう。 そのことは企業の社会責任報告 の内容が,新 た な社
会問題 領域 の出現に したが って変化す ることを示唆 しているのであ る。
S.ジョーンズは,フ ォーチ ュソ誌500社の うち比較的大規模な株式会社55社
に よ り公表 された1960-70年に亙 る年次報告書に関し,そ こで報告 された社会
責任事項 ならびに取 り上げ られた回数を分析 している。表1は 企業が直面す る
社会的責任 の多様性 と同時に,企 業の社会的関心領域が時の経過 とともに変化
してい ることを よ く示 している。1960年に支配的な事項は教育援助,従 業 員教
育,安 全性 であった一 但 し当時は まだ斯学において社会 責任会計は主要 テー
マでなか った ことに留意する必要 があ る。70年には殆 どすべ ての領域 に亙 って
関心が強 まっているが,そ の重点 は公告防止 と不利 な条件 下にある人 々の雇用
へ と移 ってい る。
社会 責任事項の多岐性は,企 業対利害関係諸集団の複雑性だけ でな く,利害
関係諸集団間の対抗的 な関係に もその原因があ る。企業 が利害関係者 とみなす
数 も時代の変化 とともに変 るであろ うし,ま た対 立す る社会的諸価値について
は優先順位を決定す る必要に迫 られ,し かもそれは企業,利 害関係諸集団なら
びに立法者 との間の力のバ ランスに左右され るであろ う。 この ように,社 会責
任会計の対象た る企業の社会責任事項の特定は著 し く困難 を極 めるのである。
しか し,企 業 の社会的業 績の評価には,ま ず この事項 として何を とるべ きか決
定す ることが前提 となる。 ア メ リカにおいて,こ れ までそのための研究 と提案
が数多 く行なわれ てきた ことは もっともな ことであ った。 そこで,同 国での二,
三の研究 と事例を取 り上げて,ア メ リカの企業 が社会責任報告 を どの よ うに実
施 しているか分析 してお きたい。
NAA(NationaiAssociatlonofAccountant)が設置した8名 の委 員 か ら な る
「企業 の社会的業績会計に関す る委員会」は,1974年に発表 した報告書のなかで,










































5.報酬一 同一産業内又は立地する地域社会の他の企業 と,調和のとれた給料 ・賃
金 ・ベネフィット総額の水準を維持すること。
6.作業条件一 安全で健康的,かつ快い作業環境の提供。
































86明 大 商 学 論 叢 (86)
こと。
6.製品の安全性一一製品の使用に際 し,怪 我を うけ る可能性を最小にす るための製
品のデザイン,形,包 装。
7.広告の内容 と頻度一 敵対的あるいは攻撃的なすべての媒体物を取 り除 き,人 に
不快 感を与えるよ うな反覆的な広告を回避す るよう十分に考慮す る こと。





p.41.なお,訳 出 に あ た り,青 柳 清 訳rソ ー シ ャ ル ・デ ィス ク ロ ・ー一・一ジ ャ ー の 新 展 開 』(中 央
'経 済 社)
,31-33頁を 参 照 した 。
活 のなかにいかに深 くかつ多方面に亙 って入 り込 んでい るかを も示唆 してい る。
NAAが 特定 した社会的業 績に関す る4つ の領域 が,情 報システムのなかに
組み込 まれねばならないほ ど重要な ものか否を判断す るため,261名の 会 計 の
指導者に対す る調査 も行なわれ てい るが,そ れ に よれば,回 答者の問に これ ら
の領域に関す る報告手続 が提示 され るべ きである とい う意見が多 く,こ の こと
は この4つ の領域が確 かに企業 の社会的責任活動 であるこ とを示唆 している と
考 えることができる(3)。この調 査結果 では,い ずれの領域に関 しても賛成意見
が90%を超えてお り,も っとも高い反対意見が表 明され たのは人的資源の項 目
であるが,そ れ もせいぜい1.4%に過 ぎない。 しか も,こ の1.4%のなかには,
お そら く従業 員に関す る事項は通常の経営活動 のカテ ゴ リーに入 るもの と理解
し,社 会責任報告 のなかに記載 され る必要がない,と 考えた回答者 がいた もの
と推測 され る。 かよ うに,会 計の指導者 の問で,企 業の社会的活動領域が(i)地
域 社会 との係わ り合い,㈲ 環境 の破壊防止 とその保護,㈹ 製品 の品質や安全性
等の如 き対消費者 との関連,㈲ 雇用政策や作業条件等の対従業 員 との関連 とい
う4つ の領域 から成 る ものと広 く合意が成立 している ことは,H.ジ ョン ソ ン
がい うよ うにω,ア メ リカにおいて企業の社会的諸 目的 と諸規範 が強力な コン
セソサ スに支 えられ ているもの と認識 できるかもしれ ない。
以上の ことを前提にして次に問題 とな るのは,こ れ らの活動領域に関連す る
責任事項 の特定化であ る。NAAの リス トは この点に関して極めて細 目にわた
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ってお り,考 えられ うるすべ ての事項 が網羅 され ている とい う印象を受け る。
ア メ リカでは最 も頻繁に言及され る事項は環境,平 等 な雇用機会,製 品の安全
性,教 育援助,慈 善的寄付,産 業に従業す る労働 者の安全性,従 業員のベネ フ
ィッ ト,地域社会への援助計画であ るといわれてい る{5)。しか し,社 会責任 に
関す る報告を実施 してい る企業 が,こ れ らすべてを責任事項 として認知 してい
るわ けではない。表3は これ ら企業の うち とくに47社について,年 次報告書で
取 り上げ られた責任事項に関す る調査結果を示 してい る。それに よれば,明 ら
表3社 会責任報告事項の例(47社,1975年)
会 社 名
消費者 教育 地域社 少数民族
環 境 慈善 会への の雇用 ・安全性






















































































































































かに環 境 ・教 育 ・慈 善活 動 に 関す る事 項 は重 視 され てい る が,'消費者 問 題 な ど
は 比 較 的軽 視 され て い る とい え る。 た だ し,こ れ も企業 に よ って か な り違 い が
生 じるで あ ろ うし,ま た 時 代 と と もに 変化 す る ことが 考 慮 され ね ば な ら な い
(表1と表3を 参照)。'
祉 会 責任 事 項 の決定 に関 す る議 論 は これ ま でそ の優 先順 位(priorities,odering
ofsocialpreferences)あるい は 企 業 口標 の ラソ ク付 け,と い う方 法 で接 近 しよ う
とす る傾 向 が かな り強 い(6)。しか し,そ の場 合 に 同 時 に,た とえば,貨 幣 換 算
し て数 量化 す るの か,そ れ と も貨 幣 以外 の複 数 の物 量 単位 を 基 礎 に し て数量 化
す るのか,あ るいは文章記述 に よる開示 た とどめ るか とい った側面 から,議 論
を展 開す る こ とが重 要 で あろ う。
表4-aから表4-eは,S.デ イ リー と 」.ウェイ ガン トが 自ら提 唱す るモ デル を,
(89)社 会責任会計研究序説89
ガス ・電 力公益事業に適用 して作成 した社会報告書の一部 である。 表4-aは経
営活動の成果 と,こ の社会 が立地す る地域社会 との係わ り合いを示 し,表4-b
は地域社会についての文章記述,表4-cは熱公害 と水 の消費量に関す る物的尺
度を基礎 にした デー タを示 している。 さらに,表4-dは少 数民族 と婦人の雇用










ガス ・電 力公 益 事業
40,000,000ドノレ
5,5000,000ドル
















































































1立方 フ ィー ト/秒
152立方 フ ィー ト/秒































































従業員の教育お よび リクレーシ ョンに要 した支 出(注g)6,000





Test,"The∫ournalofAccountancy(Sept.1973),pp.64-69,訳出 に あ た り前 掲 邦 訳
101-108を参 照 し た 。 な お,表4-eの()内 注 は 省 略 し て あ る 。
出(社 会的ベネフィッ ト)を表示 した もので,い わば社会的業績の包括的表示を
志 向して作成 された ものであると考えられ る。 デ イリー とウェイガ ン トのモ デ
ル では一見 して明らかな よ うに,貨 幣以外 の測定 ・表示単位 を使 って企業 の社
会的活動が報告 され てい る。 もちろん,こ うした方法 は,彼 らに固有の もので
はな く,こ れ まで の社会責任報告に関す る提 案あ るいはモデルに広範に見 られ
るこ とであ る。 しかし,こ のモデルでは各活動 ごとの動向を知る ことがで きて
も,企 業全体の社会 的業績の包括的評価を可能な らしめ るものでは ない。つ ま
り社会的 コス トと社会的ベネ フ ィッ トの価値を統一単位 で測定 ・表示 しえない
の であ る。 また,数 多 くの測定 ・表示単位の適用 を許容す ることに よ って,報
告すべ き社会責任事項 が特定できない虞があ る。 これはわれわれ が先に指摘 し
た ような問題意識 が欠如 しているためである。
われわれは,会 計責任を勘定処理 の対象 とな る行為責任の履行に関す る免責
のための説明行為 と定義 したが,デ イ リー とウ ェィガン トモデルにおけ る大半
の項 目は,勘 定処理可能な事 象の範囲外 にあ るとい って よい。重要 なこ とは社
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会責任事項を勘定処理 可能 な対象に限定す ることであろ う。
稿を終え るにあた り,最 後に今後の若干の課題を述べてお きたい。
伝統的に会計理 論 ・実務は 目的,評 価概念,測 定方法ならびに報告基準 とい
う相互に関連す る4つ の領域 のなかで発 展を遂げて きた。社会責任会計 もこ う
した接近方法に則 って展開 され ることが必要 と考え られ る。
さらに,社 会責任会計に特有 で不可欠 の若干の基礎概念,た とえば,KV・
ラマナサ ンは社会取 引(socialtransaction),社会的的費用,社 会的収 益,社 会
的利益(=純 社会的貢献額),社会的持分(socialequity),企業 の純社会資産(net.
socialassets)社会構成員(socialconstituents)の6つの概念を準備 してい るが{7),
こ うした基礎概念 の設定,整 理な らびに検討が必要 であろ う。
社会責任会日トは僅 か十数年 の歴史を もつだけで,一 般的に承認 され うるシス
テ ムの完成にはほ ど遠い状態にあ る。 と くに測定 レベルでいえば,社 会責任会
計 が,伝 統的財務会計の如 き 「社会的承認」を得 るには,な に よりもその測定
過程におけ る 「客観性」 ない し 「検証可能性」 を ど う確保 し,ま た計算の 「確
実性」を どう保証するかに依存 している とい って よい であろ う。 もちろん,そ
の前提 として測定 の対 象,つ ま り社会責任事 象の明確な限定が必要な ことは言
うまで もない。
社会責任会計は;よ うや くその姿を一部あ らわ したにす ぎない。 だが,今 日
の資本主義社会における巨大株式会社の存在を考えれば,そ れは歴史上忽然 と
出現 し,そ して忽然 と消え うせ る ものでない ことは確かであ る。 ア メ リカでの
社会責任報告実務めい くつかの事例をみる と,そ れ らは殆 ど社会活動領域につ
いての企業 の役割 を美化ない し宣伝す るための手段 として利用 され てい るかの
如 き印象を うける。企業の生産活動に より引 き起 こされた公 害や環境 破壊 に対
して,社 会的批判 が昂揚 した70年代前半 当時,企 業 が 自主的 に作成 ・公表 した
社会報告書,あるいは社会責任事項を盛 り込んだ年次報告書は,いわば免罪符の
形 で利用 された面 がかな り強か った ことは確 かであ る。だ が,こ うした側面だ
けを強調す ることは,社 会責任会計 の全貌を的確に把握す るこ とを困難 なもの








Accoanting(March1975),p.3 .8,H.LJohnson,op.cit.,p.26,邦 訳47頁 。
(6)See,forexample,M.GlautierandJean-LouisRoy,ep.cit.,P.226,H.L.Johnson,
op.cit.,P.26,邦 訳47頁 。
(7)KVLRamanathan,ibid.,pp.522-23.
